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監査の結果について 

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第４項の規定による監査を実施したので、

同条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表する。 

 

令和４年１２月２８日 

 

赤穂市監査委員  寺 田 榮 治    

同     榊   悠 太    

 

記 

 

１ 監査の種類  令和４年度定期監査 

 

２ 監査の対象  上下水道部 

 

３ 監査の期間  令和４年１１月７日から令和４年１２月２７日まで 

 

４ 監査の範囲  令和３年度及び令和４年度の事務事業 

 

５ 主な着眼点  事務事業の有効性、効率性、経済性、合規性等 

 

６ 監査の方法  赤穂市監査基準（令和２年監査委員規程第１号）に基づき、財務に

関する事務の執行状況について、事前に監査資料の提出を求め関係書

類等を審査し、かつ、関係職員からその執行状況の説明を聴取し質問

を加える等の方法により、監査を実施した｡ 

 

７ 監査の結果  監査の結果は、おおむね適正と認められたが、特に意見として以下

の通り記述する。監査の執行の際見受けられた事務処理上留意すべき

軽微な事項は、予備監査において関係職員に対して口頭で改善を促し

ている。 

今後とも、所管する業務に対する認識を深められ、効率的な事業運

営に継続的に取り組まれることを要望する。 

㊢ 



 

Ⅰ 共通事項 

 （意見） 

事務処理及び管理体制について 

契約、工事施工に係る文書事務の一部において、改善を要すると考えられる事例が見

受けられた。各課においては、関係法令の確認とチェック体制の徹底を図り、一層適正

な事務執行に努められたい。 

 

Ⅱ 個別事項 

１ 総務課 

  

契約事務の透明性の確保について 

   おおむね適正であると認められたが、契約手続きにおいて書類の添付漏れや日付誤り

等が生じることのないよう透明性の一層の向上を図られたい。 

 

 

２ 水道課・下水道課 

 

文書事務の適正な執行について 

   工事施工に関する文書事務について、告知要求制限が規定されている個人情報にマス

キングがされていない事例が見受けられた。適切な文書管理を行うとともに個人情報の

保管には十分留意されたい。 

 

 

 


